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 2000 年代に本格的に動き始めるオリンピック事業は、1990 年代末にハックニー区で始動し
ていた改革をハード面でバックアップした構造になっている。大枠で見るならば、地域再生の
軸をなしたのは、ハックニー区にあっては、区の行政機構であるカウンシルから切り離されて






行政組織である地方教育当局（Local Education Authority: LEA）を閉鎖するのである。カウ
ンシル自体は閉鎖せず、区の行政は教育とその他の領域の 2 本だてで進むことになった。 
本稿では、ハックニー区の地域再生を先導した教育改革がどのように進んだのかを、失敗認定
までの経緯、政府介入のための法整備、TLT による教育改革について整理し 1、さらにそこか






中心地域に隣接している。人口は約 26.3 万人（2011 census）、地域を構成するエスニシティは
きわめて多様である。話される言語は 100 以上と言われるがセンサスでは約 90 種類が報告さ
れている（2011 census）。人口割合としては英国系白人 36 パーセント、他の白人 16 パーセン
ト、黒人 22 パーセント、インドアジア系 7 パーセント、混合 6 パーセント、中国系その他の
アジア系 3 パーセントなどとなっている。キリスト教徒が約 3 分の 1 で、その割合はロンドン
やイギリス全体に比べて低い。ユダヤ教徒、イスラム教徒が多く（2011 census）、区内には大
きな原理主義的ユダヤ人コミュニティがある。若年人口は層が厚く、近年は人口増加に転じて
いる地域である（LB Hackney Policy Team 2016, Hackney Council 2008）。 





（London Councils ウェブサイトより転載） 
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また、複合貧困指標（Index of Multiple Deprivation）で超低量産出地域（Super Lower Output 
Area）とされた 17%の地域が全国上位 10%貧困地域に入っている。ちなみに 2010 年には 42%
の地域が入っていたので、他の地域と比較しても貧困度は低下している（LB Hackney Policy 
Team 2016）。 
 教育は、2015 年には、58.8%の生徒が中等教育資格試験である GCSE の上位層（A*-C）を
5 つ以上取得しており、全国平均の 53.4 を上回る。本格的な改革が開始した頃の 2002 年には
31%であった。当時はハックニー区と国内平均のギャップは 20%以上あり、イングランドで
ハックニー区より低い地域は３つしかなかった2。犯罪率も高い地域であるが、2003 年から













































掃が行われた。今は、悪臭はない。 （広瀬撮影 2013） 


















庁の特殊犯罪局の調査では、例えば 2007 年の時点で 257 のギャング・グループがロンドンに
あったとされる。イブニング・スタンダード紙は、地図と共にグループ名の一覧を掲載してい






Guardian, November 11, 2000）。後に繰り返し行われた査察調査で、1990 年代後半には 300
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えるガーディアン紙の報道は、ハックニー区のこの頃の状況をよく伝えている（The Guardian, 













 1990 年に ILEA が解体された後、内ロンドンの教育は新たに誕生した 13 の地方教育当局







 ILEA 解体による業務移行を把握するために勅任視学（Her Majesty's Inspectors of Schools, 
HMI）が行った査察の報告書（DES1990）は、当時のハックニー区の教育の状況を詳細に伝
えている。査察は、1988 年 9 月から 1989 年末までに、ナーサリー2 校、初等学校 70 校の内
の 3 分の 2、中等学校 10 校の全校で行われた。更に、1990 年 1 月に最新エビデンスの収集の
ために複数の小チームが、初等学校 10 校、中等学校 4 校をサンプル査察した。その他、別途




に高い。年齢では、20 歳から 24 歳の年齢グループの男性の約 3 分の 1、女性の 5 分の 1 が失
















の授業の 42 パーセントは、満足できるレベル（satisfactory）に満たないとされ、同じく 1990
年に行った小規模査察でも、55 パーセントが満足できるレベルに達していないとされた。ちな
みに 1988-89 年度の初等学校の全国平均では満足できるレベルに達しない授業は 30 パーセン
トである。個別の学校についても、特に優れたレベル（outstanding）と評価された学校は 1
つもなく、ほとんどの学校が適切なレベル（adequate）と劣ったレベル（poor）の間であり、








れている。中には授業の質が全国平均に近く全授業の 3 分の 2 が許容できるレベル
（acceptable）にある学校が 4 校あった一方で、全授業の半分から 4 分の 3 が満足できるレベ
ルに達していないとされた学校が 4 校あった。全国平均では、満足できるレベルに達しない
あるいは劣ったレベル（poor）と評価された授業は全授業の 3 分の 1 だが、ハックニー
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 全国では 1989 年の全国統一中等教育終了資格試験（General Certificate of Secondary 
Education, GCSE）に登録した生徒の 4 分の 1 が A-C の上位の成績を 5 つ以上取得している


















 こうした勅任視学の査察結果報告を受けて、ハックニー区の教育長官 G・ジョーンズ（Gus 
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かったことが誘発したものでもあり、結果、司法も関与するという経緯（O’Connor et al. 1999）
をたどった（Wood 2016a）。 
 教育行政に関する指導的なポストも、断続的に空席状態が続いた。ジョーンズ退任の後時を
置いて就任した L・リード（Liz Reid、1998 年就任）も混乱の中で職を去り、それに加えて教
育長官に次ぐ 2 番手の指導層にも担当者を欠く形での教育行政が動いていた（Boyle et 
al.2012:11）。 
 
5 労働党政府の改革プロジェクト 法改正と政府の介入 
 
5-1 Ofsted 査察報告書と中央政府の介入権限の制定 
 1997 年に政権をとった労働党政府は、先行する保守党政府以上に妥協なくロンドン地区の教
育改革に当たった。教育雇用大臣ブランケット（David Blunkett）は、1997 年、1999 年、2000
年と立て続けにハックニー区に教育水準局（Office for Standards in Education, Ofsted）の査








たのは、HIT の 1997 年 10 月の中間報告である（Boyle et al. 2012:11）。 
 カウンシルは HIT を迎え入れたものの、HIT の改善提案を旧態依然としたものだとして拒
－ 13 － 
否し、独自にハックニー改造計画（Transforming Hackney）をまとめて対応に当たっている
（LGC November 6, 1997）。ただ、空席になっている教員長官ポストを早急に埋めることは受
け入れ、1998 年にはリードが就任するが、リードも 2 年半で職を去っている。1998 年 7 月の
HIT の最終報告書は、カウンシル業務に多少の改善があったとしながらも、いまだ問題領域が
あるとし、改善は不十分であるとした。 
 教育雇用大臣ブランケットは、ハックニー・カウンシルが HIT の提案を拒否したことを重視
し、政府が改革のイニシアティブをとれるように「学校教育の水準と枠組に関する 1998 年法
（School Standards and Framework Act 1998）」の制定を進めた。同法は、地域の学校の教
育水準を向上させることを地方教育行政（LEA）の責務とし（第 5 条）、その責務を果たすた
めに LEA に学校に介入する権限を付与するとともに（第 14 条）、国務大臣に LEA に介する権
限を付与（第 8 条）することで、中央政府が地方の教育に直接介入することを可能にするもの
である。とりわけ、教育における中央政府の権限を格段に強化する同法第 8 条は、それまでに





る『学校教育の水準と枠組みに関する法案調査報告書（School Standards and Framework Bill 




党ノーセスク（The Earl of Northesk）の発言、すなわち、自分は第 8 条についてとやかく言
おうとは思わない、なぜならこの条項が想定するケースが実際にあるからだが、しかし、他の
条項は別で、云々5、という発言は、図らずも第 8 条の特殊な立ち位置を語っている。同法制定
後、1999 年 1 月に教育雇用大臣ブランケットは、失敗している LEA の権限の委譲先を決定す
べく入札の準備に入ったことを公表し、その具体例がハックニー区であるとしている（BBC 
News March 19, 1999）。 
Ofsted の 2 回目の査察報告書は 1999 年 2 月に出された（Office of Her Majesty’s Chief 
Inspector of Schools et al. 1999）。この査察報告書は、カウンシルが用意したハックニー改造
計画を前向きに評価し、また、新たな教育長官リードが有能なスタッフとともに着任したこと
を評価しながらも、教育改革については具体性が明確でなく実態が伴わない懸念があるとして、





は大変難しいと断じた（Office of Her Majesty’s Chief Inspector of Schools et al.1999）。 
 ブランケットは、すでに成立させていた「学校教育の水準と枠組みに関する 1988 年法」第 8
条を適用して入札を実施し、教育領域で事業を展開する営利私企業であるノード・アングリア




5-2 教育行政に関わる全権限の剥奪 LEA の閉鎖 
 法整備はさらに続く。先の「学校教育の水準と枠組に関する 1998 年法」は教育領域を想定
して中央政府の介入権限を定めたが、翌年の 1999 年に、政府は、「1999 年地方自治体法（Local 
Government Act 1999）」を制定して、その第 15 条で教育領域に限定せずに全領域への中央政
府の介入を可能にした。この介入条項の適用第 1 号もハックニー区である 6。 
 一部の教育行政業務がノード・アングリアに委託されて約 1 年後の 2000 年に、Ofsted によ
る 3 回目の査察が行われ、2000 年 11 月に報告書 （Office of Her Majesty’s Chief Inspector of 
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ウンシルの常態化した能力不足から生じる数ある危機のうちの一つに過ぎない。われわれ
は、ハックニーLEA が継続的な教育改革を行うための安全で安定的な状態を提供できると
は全く思わない。根本的な改革をするべき時が来た。」（Office of Her Majesty’s Chief 
Inspector of Schools 2000: 4） 
 
 ノード・アングリアが関与した体制にあってもハックニー区の改善は期待できないという趣
旨がこの 2000 年報告書が伝えるところである。同年 2000 年には、別途監査委員会によって
2100 万ポンドの資金不足も明らかにされている（The Learning Trust 2012:12, Boyle et al. 
2012）。この Ofsted の 3 回目の査察報告書が求める「根本的な改革」として中央政府により裁




札にかけ、ノード・アングリアの 3 年契約が終了した 2002 年に、区内に新たに設立された非
営利の私企業 7であるラーニング・トラスト（The Learning Trust: TLT）に 10 年契約で包括
的に奪取させた。これによりハックニー区のカウンシルは教育に関する全権限を剥奪されて実
質的に LEA が閉鎖されることになる。 
 







ている（BBC News October 17, 2001）。教員組合に限らず、TLT への包括的業務委託という
決定は、左右両派に一定程度肯定的に受け入れられたようである（Boyle et al. 2012:13）。 
 TLT の発足に先立ち、2001 年には、空席になっていたカウンシルの教育長官に、ロンドン
の他の LEA 再生の経験を持つ A.ウッド（Alan Wood）が就任した。ウッドは、カウンシルか
ら TLT へ教育事業を移管させる業務に取り組み、それが終了すると自ら TLT の最高経営責任
者（Chief Executive: CE）となり、その後安定したリーダーシッブを発揮して TLT を率いた。
TLT の初代議長には M.トムリンソン（Mike Tomlinson）が就任した。トムリンソンは、20
－ 16 － 







造りのタウンホールとは全く異なったガラス張りの建物。 （広瀬撮影 2013） 
 
 
 TLT はカウンシルの政治的介入の排除を確約して 10 年という安定的な契約期間を確保した
（Wood 2016a）。教育予算は中央政府からカウンシルを通過して全額が TLT に下りる形であ
る。カウンシルとの契約内容は精選した項目に絞り、学校と子どものパフォーマンスに焦点を
当てた 28 項目とした。契約にあっては、TLT のカウンシルからの自律性を確保することは、
TLT にとって死活を分ける要件であった。 
 TLT の経営戦略を立てたのは取締役会（The Learning Trust Board of Directors）である。














と綿密に協議して TLT が全体をリードできるようにする、である。 















をあげられない校長の解雇も行った。TLT の 10 年の前半 2002 年から 2007 年に、業績不振に


























 （広瀬撮影 2017） 
















schools for the Future）」政策を貪欲に活用してハックニー区では全学校の校舎を新しくした。 
 
モスボーン・コミュニティ・アカデミーの特徴のある校舎 
 （広瀬撮影 2017） 
－ 20 － 










 教育事業の再生が TLT の下で進む一方で、オリンピック誘致を軸にした地域の再生が進んだ
ことは先に触れた。行政権限を剥奪されるという屈辱を経験した地域行政の主体である地方議
会すなわちカウンシルは、引き続き残された領域の改革を担った。区は、区長の選出方法を選
























































な公園として整備されている。 （広瀬撮影 2016） 
－ 24 － 
 現在ハックニー区では、総合的な地域再建計画である「ハックニーの持続可能な地域戦略











ハックニー改革が成功した要因は 3 つある。第 1 に、この手法そのものがこのケースへの対
処を想定したカスタムメイド仕様になっていたこと、第 2 に、中央政府のモデル事業として契





るべきポイントは 2 つである。第 1 に、改革を頓挫させる既得権化した利害関係に影響されな
い拠点を時間的空間的に確保すること、第 2 に、改革を停滞させる背景文化を断ち切る改革手
法を実施することである。第 1 に関しては、TLT がカウンシル内ではなくカウンシル外の組織
として作られたこと、そして 10 年という時間を確保したことが改革路線を維持する上で大き












を TLT の CE として主導したウッドがアドバイザーあるいはコミッショナーとして入り、改革
ノウハウの伝授を行なった。引き続き、教育省は、その他の不適切認定された地域にも順次ハッ
クニー方式の導入を進めている。教育省には介入支援を担当する部署も設置されており 20 人
近いスタッフを抱えて稼働している（2016 年および 2017 年調査時）。教育省管轄以外の領域


















1 TLT の改革の実際についてようやく明らかになり始めている。（Wood 2016a, 2016b, 2016c, 2016d）。
また、TLT 設立までの経緯や背景については以下を参照されたい。広瀬 2014、2015、Boyle and Humphreys 
2012、The Learning Trust 2012。 
2 Simon Utting 作成資料  ‘School performance in Hackney 2002-2015 Statistical Briefing’, the 





4 ジョーンズは、議員たちはギャングのようであったと語っている。（The Independent, 21 January 1994） 
5 Hansard, HL Deb 07 April 1998 vol 588, c692. 
6 2003 年の 11 月にはハル（Hull）市当局に 2 回目として適用されている。 
－ 26 － 
7 ハックニー区における TLT の名前の「Trust」は単なる名称。ハックニー区に続いてこの方式を採用す
る他の Trust は法的にもトラストとして設置されている。 
8 TLT による改革の詳細については Wood 2016a、Wood 2016d 参照。 
9 カウンシル内閣子ども行政担当クリシュナ（Rita Krishna）に対するインタビュー。2013 年 9 月 12 日。 
10 選抜をしない、非宗教的、共学とする、7 年生から開設し学年を増やしていく、区と強力なつながりを
持つという条件。 
11 2016 年 10 月 11 日に地域地方自治体省（Department for Communities and Local Government）の
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